
事 務 連 絡 

令和７年７月１日 

都道府県労働局 

職業安定部職業安定課長 殿 

厚生労働省職業安定局総務課 

公共職業安定所運営企画室長補佐 

金融経済教育推進機構（J-FLEC）の実施する 

講師派遣（出張授業）・無料個別相談に係る周知広報依頼について 

日頃から、職業安定行政の推進に御尽力いただき感謝申し上げます。 

今般、金融経済教育推進機構（J-FLEC）より、同機構が実施する講師派遣（出

張授業）・無料個別相談に係る周知広報依頼がまいりました。 

同機構は、令和６年４月に設立された金融庁所管の認可法人であり、中立・公

正な立場から、より多くの国民に金融経済教育（※）を受ける機会を提供するた

め、無料の講師派遣（出張授業）や個別相談を実施されています。なお、別添の

同機構の依頼文書に記載のとおり、すでに公共職業安定所でのセミナー開催実

績もあり、１回のセミナーに対し数多くの求職者が受講しているところです。ま

た、セミナーでの講演内容は、年代などの属性に応じてカスタマイズしていただ

けるとのことです。 

（※）適切な金融サービスの利用等に資する金融又は経済に関する知識を習

得し、これを活用する能力の育成を図るための教授及び指導のことであ

り、例えば、家計管理、資産形成、社会保険等に係る内容を取り扱うも

の。 

このような金融リテラシーに関するテーマは、公共職業安定所を利用する求

職者や雇用保険受給者にとって、求職活動を進める上で関心が高い事項の一つ

であると考えられます。このため、同機構の協力を得て、公共職業安定所におい

てセミナーの機会を設けたり、個別相談の事業を周知したりすることは、利用者

にとって有意義であり、満足度の向上に資するものであるとともに、公共職業安

定所にとっても、サービスの積極的な利用につなげるきっかけとして生かすこ

ともできると考えられます。 

つきましては、同機構の講師派遣及び個別相談の事業について、貴局管内の公



共職業安定所に対して周知いただき、講師派遣については必要に応じて活用を

ご検討いただくようお願いします。また、個別相談については、別添のチラシを

印刷の上で配架いただく等により、貴局管内の公共職業安定所を利用する求職

者に対して周知いただくようお願いします。 

なお、別添のチラシは、同機構にて紙媒体の提供も行っているため、必要に応

じて下記連絡先まで問い合わせていただき、配架を行っていただくようお願い

します。 

 

 

＜J-FLEC ウェブサイト＞ 

https://www.j-flec.go.jp/ 

 

＜J-FLEC 事業紹介パンフレット＞ 

https://www.j-flec.go.jp/wpimages/uploads/Flyer_20250414.pdf 

 

＜J-FLEC 講師派遣について＞ 

（概要） 

実施日時：土日・祝日を問わず、講師を派遣（年末年始を除く） 

講義内容：金融経済教育に関する内容全般 

講義時間：45分～120分程度（ご要望に応じて調整） 

講義方法：対面・オンライン 

講師派遣料：講義料や派遣に係る交通費は無料（J-FLEC負担） 

（申込受付用ウェブサイト）https://www.j-flec.go.jp/instructors/ 

（申込者向けガイド） 

https://www.j-flec.go.jp/wpimages/uploads/instructors_guide.pdf 

 

＜J-FLEC はじめてのマネープラン（無料相談）チラシ＞ 

  https://www.j-flec.go.jp/wpimages/uploads/consultFlyer_20250127.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

【連絡先】 

金融経済教育推進機構 経営戦略部経営企画課 

TEL ：03-3231-1225（直通） 

Mail：keieikikaku@j-flec.go.jp 

 

 

※「J-FLECはじめてのマネープラン（無料相談チラシ）の紙媒体の 

送付を依頼する場合は、以下までお問い合わせください。 

金融経済教育推進機構 普及推進部事業推進課個別相談グループ 

TEL ：03-3231-1251（直通） 

Mail：soudan@j-flec.go.jp 

https://www.j-flec.go.jp/
https://www.j-flec.go.jp/wpimages/uploads/Flyer_20250414.pdf
https://www.j-flec.go.jp/instructors/
https://www.j-flec.go.jp/wpimages/uploads/instructors_guide.pdf
https://www.j-flec.go.jp/wpimages/uploads/consultFlyer_20250127.pdf
mailto:keieikikaku@j-flec.go.jp
mailto:soudan@j-flec.go.jp


「J-FLECはじめてのマネープラン無料体験」受付中！

詳細はこちら

選べる２つの相談方法

最大１時間、Web予約

最大30分、予約不要

0１２０-５５-1209

対面・オンライン相談

電話相談

相談事例・相談者の声は裏面へ⇒

https://www.j-flec.go.jp/feature/consult/

※匿名可

将来が不安なら
専門家に相談し
てみましょう。

１ お金の専門家に無料で相談できます

中立・公正なアドバイスが受けられます

商品の勧誘は一切ありません

２

３

今と将来の自分のために

お金のこと、専門家に

相談してみませんか？

J-FLECでは国民の皆様が安心して豊かな生活を送るために欠
かせないお金について無料で相談できる機会を提供しています。

J-FLECはじめてのマネープラン無料体験を利用すると・・・

J-FLEC（金融経済教育推進機構）は法律に
基づいて設立された金融庁所管の認可法人です。



相談事例

相談者の声

・特定の金融機関の担当者だと、取り扱い商品に限定した範囲においてのアド
バイスになりがちだが、今回は、自分の保有資産全体に対する考え方など大変
有益なアドバイスがもらえた。（50代男性）

・プロのアドバイスなので信頼度が高く、また個人面談のため自身の収支等を伝
えながら家庭に即した話を聞くことができ有意義でした。（２０代女性）

もっと詳しく相談したい方は
有料相談へ

相談テーマ例

家計管理 ライフプラン 資産形成

NISA/iDeco 保険

教育資金 住宅資金 老後資金

ローン・クレジット

子供が生まれたばかり。今後
の資産形成について考えたい。
また、現在保険に加入してい
ないので、相談したい。

30代男性

老後に向けて、保険の見直し
や資産形成、相続などお金関
係全般について相談したい。
NISAの利用も考えている。

50代女性

詳細はこちら

https://www.j-flec.go.jp/public/consult/#tg3

家を買うタイミングについて相
談したい。どのくらい貯めてお
けば良いのか、今の家計管理で
問題ないか教えてほしい。

２０代女性

現在の勤め先は退職金がなく、
妻が専業主婦のため、老後資
金について不安を感じており、
相談したい。

５０代男性

「はじめてのマネープラン」割引クーポンをチェック！

相談料最大
８割引き！

一人ひとりの状況に寄り添った様々な相談に対応

2025.01現在
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事 務 連 絡 

令和７年 6 月 16 日 

厚生労働省職業安定局総務課 

公共職業安定所運営企画室 御中 

 

金融経済教育推進機構 

 

 

金融経済教育推進機構（J-FLEC）の実施する 

講師派遣（出張授業）・無料個別相談の活用依頼について 

 

2024 年４月、金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律に基づ

き、幅広い年齢層のニーズに応じた金融経済教育を官民一体で全国的に推進す

るため、金融庁所管の認可法人として、J-FLEC（（ェイフレック））が設立されま

した。J-FLEC は、中立・公正な立場から、より多くの国民に金融経済教育を受

ける機会を提供するため、様々なステー）ホルダーの皆様と連携し、広く「学び

の場づくり」として、講師派遣（出張授業）・無料個別相談に取り組んでいます。 

公共職業安定所においても、求職者の皆様は様々な事情を抱えたうえで新た

な職を探されているかと存じますが、「お金に関する悩み」は多くの方に共通す

る課題と言えます。家計管理や生活設計など、基礎的な金融リテラシー（（お金に

関する知識や判断力）を身に付けることは、日々の生活を充実したものにする一

助となり得ます。 

既に、秋田公共職業安定所および大阪マザーズハローワー）のほか、多数の公

共職業安定所において、雇用保険の基本手当支給のための求職活動実績に認め

られるセミナーとして、J-FLEC の講師派遣（出張授業）をご活用いただいてお

り、好評を得ております。講義内容は、受講者の年代別に分けることが可能であ

るほか、特定のテーマを詳しく説明するなど、ご要望に応じて調整可能です。是

非、全国の公共職業安定所においても、積極的な活用をお願いいたします。なお、

J-FLEC の実施する講師派遣（出張授業）は講義料・派遣に係る交通費など全て

無料で活用いただけます。 

 

また、J-FLEC では、学びを自分事としてより詳しく考えたいという方向けに、

「J-FLEC はじめてのマネープラン」として無料個別相談（対面・オンラフン・

電話）も実施しております。求職者一人ひとりの悩みに寄り添って、営業・勧誘

の心配のない中立・公正なアドバフスを提供していますので、是非求職者の皆様

へのご案内をよろしくお願いいたします。 

 

参考①

MYSFM
長方形
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つきましては、以上のことにつきまして、下記リン）先とともに全国の公共職

業安定所に周知をお願いします。また、下記リン）先のうち「J-FLEC はじめて

のマネープラン（無料相談）チラシ」を求職者の皆様にお配りになる際には、適

宜印刷いただくほか、J-FLEC より紙媒体での提供もいたしますので、下記連絡

先までお問い合わせください。 

 

 

 

＜J-FLEC（ウイブサフト＞ 

https://www.j-flec.go.jp/ 

 

＜J-FLEC（事業紹介パンレックト＞ 

https://www.j-flec.go.jp/wpimages/uploads/Flyer_20250414.pdf 

 

＜J-FLEC（講師派遣について＞ 

（概要） 

実施日時：土日・祝日を問わず、講師を派遣（年末年始を除く） 

講義内容：金融経済教育に関する内容全般 

講義時間：45 分～120 分程度（ご要望に応じて調整） 

講義方法：対面・オンラフン 

講師派遣料：講義料や派遣に係る交通費は無料（J-FLEC 負担） 

（申込受付用ウイブサフト）https://www.j-flec.go.jp/instructors/ 

（申込者向けガフド） 

https://www.j-flec.go.jp/wpimages/uploads/instructors_guide.pdf 

 

＜J-FLEC（はじめてのマネープラン（無料相談）チラシ＞ 

 （https://www.j-flec.go.jp/wpimages/uploads/consultFlyer_20250127.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

【連絡先】 

金融経済教育推進機構（経営戦略部経営企画課 

TEL（：03-3231-1225（直通） 

Mail：keieikikaku@j-flec.go.jp 

 

 

※「J-FLEC はじめてのマネープラン（無料相談チラシ）の紙媒体の 

送付を依頼する場合は、以下までお問い合わせください。 

金融経済教育推進機構（普及推進部事業推進課個別相談グループ 

TEL（：03-3231-1251（直通） 

Mail：soudan@j-flec.go.jp 

https://www.j-flec.go.jp/
https://www.j-flec.go.jp/wpimages/uploads/Flyer_20250414.pdf
https://www.j-flec.go.jp/instructors/
https://www.j-flec.go.jp/wpimages/uploads/instructors_guide.pdf
https://www.j-flec.go.jp/wpimages/uploads/consultFlyer_20250127.pdf
mailto:keieikikaku@j-flec.go.jp
mailto:soudan@j-flec.go.jp


ハローワークでの
金融経済教育の提供

2025年6月６日 厚労省 職業安定局様

参考②

MYSFM
長方形



1本日のアジェンダ

１．なぜ学ぶか？

２．何を学ぶか？

３．学びの機会は十分か？

4．国を挙げた金融経済教育の推進体制とは？

５．講師派遣の実施状況
（ハローワークからの申し込み状況）
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１．なぜ学ぶか？
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○ 日々の生活で、お金に関する疑問や悩みを抱えていませんか？

『適切な判断を行うには何が必要』でしょうか。

毎月の生活費でぎりぎり。

お金の管理はどうすればいい？

ローン・クレジットの
返済がなかなか終わらない。

どうしてだろう？

子どもの教育資金は
どうやって準備したらいい？

ＳＮＳに出てた
「絶対にもうかる」話って

詐欺じゃないの？

将来のために

資産形成も考えた方が
いいのかな。

お金に関する疑問や悩み
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○ 金融リテラシーとは、経済的に自立し、より良い生活を送るために必要な
『お金に関する知識や判断力』のことです。

○ 金融リテラシーを育むことは安心した生活に繋がります。

➢ 家計管理がしっかりしている。

➢ 計画を立ててお金を準備しているので、やりたいことを実現しやすい。

➢ 緊急時の備えがあるので、危機（自身の病気やケガ、不景気による

収入減など）に強い。

➢ 詐欺や多重債務などの金融トラブルにあうことが少ない。

➢ 経済的に自立し、より良い暮らしを送ることができる。

金融リテラシーが高い人の特徴

なぜ金融リテラシーが必要なのか？
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２．何を学ぶか？
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 「金融リテラシー・マップ」とは、「最低限身に付けるべき金融リテラシー」を、年齢層別に、体系的かつ具体

的に記したもの。

 2014年に、金融庁・消費者庁等の関係省庁・有識者・金融関係団体等をメンバーとする金融経済教育推

進会議が公表。

（出所）金融経済教育推進会議「金融リテラシーマップ 『最低限身に付けるべき金融リテラシー』
の項目別・年齢層別スタンダード（2023年６月改訂版）」より作成。

【金融リテラシー・マップ（イメージ図）】

小学生 中学生 高校生 大学生 社会人 高齢者

家計管理

生活設計

金融取引の基本
としての素養

金融分野共通

保険商品

ローン・
クレジット

資産形成商品

外部の知見の適
切な活用

分野別・年齢層別に
体系的かつ具体的に記載

１．小学生向けの内容
• 必要なもの（ニーズ）と欲しいもの（ウォンツ）を区別し、計画を立てて
買い物ができる。

• 困ったときにはすぐに身近な人に相談する態度を身に付ける。

２．高校生向けの内容
• 職業選択と生活設計を関連付けて考え、生涯の収支内容を理解して
生活設計を立てる。

• お金や金融・経済の機能・役割を把握するとともに、預金、株式、債券、
投資信託、保険など基本的な金融商品の内容を理解する。

• トラブルに対処できる具体的方法を学び、実際に行使できる技能を
身に付ける。

３．社会人向けの内容
• 金融商品を含む様々な販売・勧誘行為に適用される法令や制度を理
解し、慎重な契約締結など、適切な対応を行うことができる。

• 金融商品の特性（流動性・安全性・収益性）とリスク管理の方法を理解
する。自らの生活設計の中で、どのように資産形成をしていくかを考
える。

• 金融商品を利用する際に相談等ができる適切な機関等を把握する
必要があることを認識している。

【具体的な内容の例】

金融リテラシー・マップ



7（１）若手層向け 標準講義資料抜粋①

若手社会人が知っておくべきお金の知識を「金融リテラシー・マップ」に沿って幅広く提供。

基礎的な知識から将来に向けた資産形成、社保・クレジットなどまで。



8（１）若手層向け 標準講義資料抜粋②

資産形成におけるリスクなどの考え方や、長期・積立・分散投資の効果を解説。



9（１）若手層向け 標準講義資料抜粋③

社会保険の仕組みや年金制度、資産形成と保険の違い、企業が実施している福利厚生制度

等についても解説。



10（１）若手層向け 標準講義資料抜粋④

若手層が気軽に使っているクレジット、リボ払い、奨学金の返済を解説。

SNSを通じた金融トラブル（ヤミ金融や闇バイト）についても言及。



11（２）ベテラン層向け 標準講義資料抜粋①

自分事としてセカンドライフをイメージしてもらえるよう、各種制度の仕組みを解説。

派遣先の要望に応じて、個々人のワークなども対応可能。



12（２）ベテラン層向け 標準講義資料抜粋②

退職後の資産寿命を延伸するという考え方を解説。リスクを抑えた運用方法を紹介。

また、セカンドライフの税金やおおよその目安を提示。



13（３）ベテラン層向け 標準講義資料抜粋③

退職前後で変わる社会保険関係や介護サービス、子ども・孫などへの生前贈与や自身の

認知・判断力低下時に備えた後見制度なども紹介。



14（４）シニア向け 標準講義資料抜粋

テーマを絞って、終活や贈与・相続、金融トラブル等を紹介。
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３．学びの機会は十分か？



16金融経済教育を巡る課題 ①

（金融経済教育を受けたと認識している人の割合）

とても高い

1.4%
どちらかと

いえば高い

11.0%

平均的

42.3%

どちらかと

いえば低い

27.5%

とても低い

14.4%

わからない

3.4%

（金融知識に関する自己評価）

（出所）金融広報中央委員会「金融リテラシー調査（2022年）」

金融経済教育を受けたと認識している人は７％程度。

金融経済教育を受ける機会が国民に十分に行き届いているとは言えない状況にあり、金融知識に関し

て自信のある人は１割程度にとどまっている。

認識している

7.1%

認識していない

92.9%



17金融経済教育を巡る課題 ②

金融知識・判断力に関する正誤問題の正答率は、年齢層が高いほど高くなる傾向がある。

また、地域別の正答率にも差がある。

51
52
53
54
55
56
57
58
59

2016年 2019年 2022年

（地域別正答率）

（出所）金融広報中央委員会「金融リテラシー調査（2022年）」
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40
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60

70

（年齢層別正答率）

金融教育を行うべきと思う

71.8%

思わない

8.8%

わからない

19.4%

 金融経済教育を受けたと認識している人は７％程度にす

ぎない一方、金融経済教育を行うべきと回答した人は７

割を上回っており、金融経済教育に対するニーズは非常

に強いと考えられる。

（金融経済教育を求める声）
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4．国を挙げた金融経済教育の推進体制とは？
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• 金融経済教育を受けたと認識している人は約７％。

• 投資詐欺などの被害事案も引き続き散見。

• 教育の担い手が金融機関・業界団体である場合、
受け手（特に、個別企業）から敬遠。

金融経済教育を受けたと認識

認識していない
92.9％

認識している
7.1％

 これまで、政府、金融広報中央委員会、金融関係団体は、
学校や職場等において、金融経済教育を実施。

 但し、課題も存在。

（出所）金融広報中央委員会「金融リテラシー調査
（2022年）」より。

金融経済教育推進機構（J-FLEC）の設立
（2024年4月5日）

中立公正な教育を、官民一体で国全体に推進する必要。

J-FLEC設立の背景
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金融経済教育推進機構

名称

金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律
（2024年2月1日施行）

根拠法

設立

2024年4月5日 適切な金融サービスの利用等に資する金融又は経済に関す
る知識を習得し、これを活用する能力の育成を図るための教
授及び指導（金融経済教育）を推進すること。

目的

資本金

10 億 5,729 万 6 千円

政府 ：10 億 729 万 6 千円 （5,000万円）
日本銀行 ：2,500 万円  （2,500万円）
全国銀行協会 ：1,250 万円  （1,250万円）
日本証券業協会：1,250 万円  （1,250万円）

（注）（ ）内は、政府による設立にかかる初期費用を除くベース

室町古河三井ビルディング （コレド室町２）
東京都中央区日本橋室町２－３－１ 9F

所在地

職員数

約70名

ウェブサイト

https://www.j-flec.go.jp/

（英）J-FLEC: Japan Financial Literacy and Education Corporation

J-FLEC公式Ｘアカウント
https://x.com/J_FLEC?s=09

組織概要
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講師派遣事業

イベント・セミナー事業

「J-FLECはじめてのマネープラン」無料体験事業

「J-FLECはじめてのマネープラン」割引クーポン配布事業

学校等への支援事業

１

２

３

４

５

◆ 全国の企業や学校等に、J-FLEC講師を派遣し、金融経済に関する出張授業（無料）を展開。

◆ 全国各地で、社会人の方や事業会社（経営者の方）、教員の方などを対象とした、お金に関する
無料イベント・セミナーを開催。

◆ J-FLEC相談員（J-FLEC認定アドバイザー）による個別相談の無料体験を、J-FLECにおいて、
対面またはオンラインで実施。

◆ クーポン対象事業者（J-FLEC認定アドバイザー）による有料の個別相談をはじめて利用する方を対象
に、相談料が80％オフ（1時間あたり最大8,000円まで割引）になる電子クーポン（３時間分）を配布。

◆ 金融経済教育に関する研究活動などに取り組む学校を指定し、教育研究費の助成やアドバイス提供を実施。

事業概要
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講師派遣（出張授業）、イベント・セミナー

金融経済教育の機会を提供し、
ライフプラン・家計管理・資産形成などの重要性について理解していただく。

ステップ

１

J-FLEC
（J-FLEC講師他）

「J-FLECはじめてのマネープラン」無料体験

１時間の無料相談体験を通じて、自分自身が取るべき具体的な行動を知っていただく。
また、お金に関するアドバイスの価値や意義を認識していただく。

ステップ

２

J-FLEC
（J-FLEC相談員）

「J-FLECはじめてのマネープラン」割引クーポン

相談料の割引クーポンを配布することによって、実際にお金に関するアドバイスを受
けるきっかけとしていただく。そして、自分自身が取るべき具体的な行動についての
理解を深めていただく。

ステップ

３

クーポン対象事業者
（J-FLEC認定アドバイザー）

一人ひとりが描くファイナンシャル・
ウェルビーイングの実現

個人の金融意識・
金融行動の変容

ミッションの実現に向けた３ステップ
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 「金融リテラシー・マップ」に沿って、年齢層別に最低限身に付けるべき金融リテラシーを

習得いただけるよう、「標準講義資料」をもとに、J-FLECが認定した講師が授業を実施。

講義料や派遣に係る交通費は無料（J-FLECが負担）。

年齢層 学べる主な内容（例）

小学生
「おこづかいから学ぶお金の話」
・おこづかいの使い方、貯め方、お金の流れ・トラブルの事例など
※ ドリル・ゲーム・クイズなども活用した参加型形式もあり

中学生・
高校生

「大人になる前に知っておきたいお金の話」
・収支管理の基本、お金の貯め方のコツ、資産形成と経済活動の関係性、

クレジット・奨学金の仕組みと注意点、金融トラブルの防止など

大学生・
若手社会人
（10代～20代）

「社会人として知っておきたいお金の話」
・家計管理や給与明細の見方、資産形成の基本（長期・積立・分散）や支援制度
（NISAなど）、社会保険と民間保険、クレジット、奨学金、金融トラブルの防止など

中堅社会人
（30代～40代）

「将来に向けて知っておきたいお金の話」
・家計の現状把握から外部知見（お金の専門家）の活用を通じた将来設計・
資産形成の考え方、社会保険と民間保険、各種ローン、金融トラブルの防止など

ベテラン社会人
（50代以上）

「リタイア前後に知っておきたいお金の話」
・定年退職後の生活を見据えた年金などの社会保険、退職金、
税金の仕組みのほか、資産寿命の延伸、贈与・相続・終活などの概要

※ 特別支援学校向け、教員向けにも研修・授業を実施します。

※ 講義資料は、J-FLEC以外の教育活動を行っている方々にも参考としていただくため、J-FLECホームページにて公開しています。

講師派遣（出張授業）事業



24ステップ２：「J-FLECはじめてのマネープラン」無料体験事業



25ステップ３：「J-FLECはじめてのマネープラン」割引クーポン配布事業
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５．講師派遣の実施状況
（ハローワークからの申し込み状況）



27講師派遣事業の状況①（2025年３月末時点）

 2025年3月末時点で2,302件の講師派遣を実施。

※講師派遣の申込受付開始（2024年８月26日）以降、J-FLECとして講師を派遣した件数。

※２０２５年３月末時点で、講師派遣の申込件数（２０２５年４月以降実施分）は915件。

 受講者アンケートの満足度平均は4.36（5段階評価）。

※「今回の講義はいかがでしたか」に対する回答（大変よかった、よかった、どちらともいえない、いまひとつ、よくなかった）の平均。

今後も金融経済について
学びたいと思いましたか

受講前に比べて、金融経済に関する
興味・関心が湧きましたか

はい

77.6%

どちらともいえない

20.0%

いいえ

2.3%

はい

74.4%

どちらともいえない

22.8%

いいえ

2.8%
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タイトル案 主な対象世代 主な内容※

⚫ セカンドライフへの備え、一緒に考えましょう
（ライフプランの必要性と資産運用～）

50代
✓セカンドライフの支出と収入、資産形成（NISA・iDeCo
など）・資産寿命の延伸（取崩しをしながら運用）、セカンド
ライフの税金、公的保険、贈与・相続、金融トラブル

⚫ リスクを知って、資産形成！今さら聞けない、
お金の知識とリスク対策

⚫ インフレに負けない家計づくり～マネープラン
の必要性と新ＮＩＳＡの活用方法～

３０～40代
✓ライフプラン、マネープラン、金利・物価、家計管理（ローン、
クレジット）、金融トラブル、資産形成（NISA、DC・
iDeCo）

⚫今から取り組めば将来勝ち組？？（ライフプラ
ンとマネープラン）

⚫学校では教わらなかったお金の話（社会に出て
からすぐに役立つ資産運用の“イロハ”）

20～３０代
✓マネープラン、ライフプラン、家計管理、長期・積立・分散、

NISA（ポイント投資）・iDeCo、生・損保、ローン（奨学
金）・クレジット、金融トラブル

⚫人生いろいろ、お金の備えもいろいろ 全世代
✓ライフプラン、マネープラン、家計管理、資産形成（NISA、

iDeCoなど）、公的保険・民間保険、金融トラブル

⚫金融リテラシー向上でお金に関する不安解
消！（特に自営業、フリーランスの方に向けて）

全世代
✓ライフプラン、マネープラン、国民年金（国民年金基金）、

NISA・iDeCo、生・損保、ローン（奨学金）、クレジット、金
融トラブル

⚫選ばれる職場になるためには（従業員の福利厚
生としての資産形成支援策について）

経営層、人事担
当者向け

✓ NISA、企業型DC、iDeCo＋、iDeCo、従業員持株会
（奨励金）など。主に中堅・中小企業向けに従業員に対す
る福利厚生面での支援策

 講師派遣のタイトルや内容は、企業の個別ニーズに応じてご相談して決定します。

 入社直ぐの若手から、ベテラン層まで幅広く対応可能です。

J-FLECの提供する企業向けセミナー例



29講師派遣をご希望の方へ

講師派遣をご希望の方は、こちらの申込ページまで

https://www.j-flec.go.jp/

＜お申込みいただく際の注意事項＞

・派遣希望日の４５日前までに申し込み

・受講者は原則１０人以上

・講義時間は原則４５分以上（最大１２０分）

・原則画面投影（紙配布は申込者にて対応）
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